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環境情報学府改組後の学生の確保の見通し 

（１）学生の確保の見通し及び申請者としての取組状況 

① 学生の確保の見通し 

ア．定員充足の見込み 

 博士課程前期に関してはこれまでも定員を上回る入学志願者があるとともに，入学者も

定員を充足しているので（付属資料 2-②，③，④），今後も社会的な急激な変動がない限り

はこの傾向を保つことができる。したがって，博士課程前期の入学定員の合計は，今回の組

織改編においても変更していない（付属資料 2-①）。さらに，今回の組織改編による新たな

人材育成像の設定により，社会的ニーズが高くなり，同時に関連する就職情報に敏感な学生

の入学希望者が増加することを期待している。 

また，博士課程後期に関しては，今回の組織改編で導入した新たな人材育成プログラムの

設定に関する社会的ニーズ調査，本学学生に対するアンケート，さらには６年間の進学状況，

他大学からの志願者数を踏まえて各専攻で新たに設定したもので（付属資料 2-⑩），無理な

く充足すると予定できる。 

 
博士課程前期 

 今回の組織改編にあたり，入学定員の設定根拠を表１（付属資料 2-①）に示している。

理工学部は平成 26年度に完成年度を迎えたところなので，それまでの工学部からの状況も

含めて，後述する手順で入学志願者の見積もりと定員を設定した。 

表１ 博士前期課程の定員設定（付属資料 2-①） 
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 理工学部あるいは工学部卒業生の入学志願者数は専攻により異なるが，過去 6 年でみる

と大きな変化はしていない。しかし，理工学部からの卒業生が内部進学者となった平成 27

年度以降では増加傾向にある（付属資料 2-②，③，④）。したがって，今回の組織改編で環

境情報学府において教育研究分野を整理して３専攻とした後も，理工学部の各 EP からは，

理工学府に移る教育研究分野（化学分野，海洋・航空宇宙分野）を除外して推定されるこれ

までの入学志願者数とほぼ同程度の学生が環境情報学府に入学志願すると推定される。過

去６年間の教育研究分野ごとの入学志願者数の平均値を算出し，新専攻で行われる教育研

究分野に応じて割り振ったものの総和を，新専攻における学内からの入学志願者（内部進学

者）として推定した（付属資料 2-⑤）。 

 また，学外からの現専攻への入学志願者の割合も，教育研究分野によって異なっている。

そこで，過去 6年間の学外からの入学志願者の平均を教育研究分野ごとに算出し，新専攻で

行われる教育研究分野を考慮して入学志願者（外部進学者）を振り分けた（付属資料 2-⑤）。

国内からは多様な国公立および私立大学から環境情報学府に進学してきた実績がある（付

属資料 2-⑧）。今回の組織改編で社会的ニーズに合った特徴ある教育カリキュラムを用意し

たことで，さらに多くの入学志願者が他大学から現れるものと考えられる。また，過去 6年

の留学生の入学志願者の平均は 36名であり，協定連携校を中心に海外の大学との連携を強

化しており，渡日前入試や本学府主催で「環境情報国際フォーラム」を行っている影響から，

組織改編後も同数以上の入学志願者が見込むことができる（付属資料 2-⑥，⑨）。 

 以上をもとに入学志願者数を合計すると 217名という人数が推定される。前述のとおり，

この推定は，理工学府強化のために従来環境情報学府の教育研究分野であった化学分野と

海洋・航空宇宙分野の計 6 名の教員を理工学府に主担当を変更することに伴って入学志願

者が理工学府に移ることを考慮した平成 24 年度から平成 29 年度までの入学志願者の平均

値である。現行の専攻ごとの志願倍率が 1.2 倍以上であり，学府全体では 1.4 倍であるこ

とから新専攻の志願倍率を共通に 1.3倍と設定すると，人工環境専攻，自然環境専攻，情報

環境専攻で，それぞれ，75 名，31名，62名（合計 168名）という数が算出される。 

前述したように，平成 27年度以降をみると入学志願者は増加傾向にある。そこで，平成

27～29 年の各新専攻で推定された入学志願者数から１年当たりの入学志願者の増加数の平

均を求めると，人工環境専攻，自然環境専攻，情報環境専攻で，それぞれ，2 名，3.5 名，

14 名となり，自然環境専攻と情報環境専攻で増加傾向が著しい。これを考慮して人工環境

専攻，自然環境専攻，情報環境専攻の定員として 75名，33名，65名（合計 173名）と設定

した。この合計は現在の環境情報学府博士課程前期の定員と同じである。なお，平成 24～

29年度の入学志願者数の平均と，入学志願者の増加数から見積もった平成 30年度の入学志

願者は 238 名と見積もられ，志願倍率は 1.38 倍となり，入学者の質の保証も確保される。 

なお，平成 29 年には都市科学部の新設と理工学部の組織改編が行われ，平成 32 年には

完成年度を迎える。都市科学部環境リスク共生学科の卒業生の内部進学先は環境情報学府

である。また，都市科学部設置と同時に行われる理工学部の組織改編に伴って環境情報学府
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に進学する理工学部の各学科の定員も増加する。前者の環境リスク共生学科からの入学志

願者数は未知であるものの，都市科学部設置前に理工学部にあった地球生態学 EPからは同

様の入学志願者があるとともに，新たに学部担当となった教員の教育研究分野における卒

業生の分の入学志願者が上乗せされる。一方，理工学部からの卒業生は，各 EPの定員が増

加された分が現在の入学志願者と同じ割合で増加することが予想される。さらに，前述のと

おり過去３年間を見れば特に情報学分野への入学志願者数は，超スマート社会などの社会

情勢の変化に伴って急増している（付属資料 2-⑤，⑥，⑦）。したがって，環境情報学府全

体としての今後の入学志願者は前述の推定よりもさらに増加すると予想される。 
 

博士課程後期 

 付属資料 2-⑪のとおり，現行の情報メディア環境学専攻，環境イノベーションマネジメ

ント専攻，環境リスクマネジメント専攻の過去 5年の入学者数の平均は 11名，5名，8名で

あり，概ね定員が確保できている。しかし，環境生命学専攻と環境システム学専攻の定員充

足状況は約 70％にとどまっている。そこで，博士課程後期については，社会的ニーズなど

に基づいて各専攻の定員を設定し，環境情報学府全体の博士課程後期の入学定員の合計を

変更する。設定の根拠は表２（付属資料 2-⑩）に示したとおりである。 

表２ 博士課程後期の定員設定（付属資料 2-⑩） 

 

 環境情報学府博士課程前期学生の博士課程後期への入学志願者数は平成 24 年から 28 年

までの 5年間で大きな変化はなく，学内からの進学者は平均 20名で博士課程前期学生の定

員の約 12％に当たる（付属資料 2-⑪）。この人数を，教育研究分野を考慮して新専攻に割り

振ったものが前期から新専攻への入学志願者数（内部進学者数）となる（付属資料 2-⑫）。 

 博士課程前期と同様に，過去 5年間の入学志願者を教育研究分野ごとに算出し，専攻ごと

および環境情報学府全体の入学志願者を推定した（付属資料 2-⑫）。過去 5年間の実績デー

タによれば，博士課程後期の定員の約 49％が学外からの入学者である。学外からの入学志
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願者も 5年間で大きな変化はなく，平均 19名であり，今後も引き続き同様以上の入学志願

者が期待される。特に，外部からの入学志願者のうち，社会人の志願者の割合は約 72％（平

均 13.4 名）と多い（付属資料 2-⑬）。超スマート社会実現のための産業構造の変化により，

多くの博士の学位を持った高度専門職業人が企業内で嘱望されていることから，ますます

この人数は増えていくことが期待される。新専攻における教育研究分野に応じて各専攻に

振り分けたものが表 2（付属資料 2-⑩）の博士課程後期の入学志願者数である。 

残念ながら現行の博士課程後期の定員充足率 70%にとどまっているので，定員を固定した

まま前期の場合と同じ方法で過去のデータから各専攻の適切な定員を推定ことは難しい。

しかし，後述するように就職率は十分に高く，入学者に対しては適切な教育研究が行われて

きたと考えられる。そこで，過去のデータに基づいて推定した各専攻の入学志願者数を妥当

なものとして，前期と同様の入学者の質を保証する志願倍率 1.3倍を想定し，新専攻の定員

を設定した。 

 
イ．定員充足の根拠となる客観的データの概要 

 改組後の環境情報学府に対する期待とニーズを知るために，以下のような調査を実施し

た。 

●入学志願状況の調査 

 これまでの環境情報学府博士課程前期では，専攻によりばらつきはあるものの過去 6 年

の平均で定員の 1.2倍以上（学府全体では 1.4倍）の入学志願者（平均で 247名）があった

（付属資料 2-②，④）。一方，過去 6年の平均で 186名の入学者があり，定員に対して 1.07

倍の充足率となっていることから，十分な数の学生が確保できている（付属資料 2-②，③）。

しかし，情報学・数理科学を教育分野としている情報メディア環境学専攻では志願倍率が平

均で 1.61倍と高く，特に，平成 29年度は定員の 2倍を超える入学志願者があった。 

教育分野ごとの入学志願者から推定される新専攻の入学志願者を内部進学者，外部進学

者，社会人，留学生のカテゴリーで整理した（付属資料 2-⑤，⑥）。内部進学者は過去 6年

の平均で 130 名であったが，理工学部からの卒業生が入学志願者となる平成 27年度からは

内部進学者の入学志願者が大きく増加している。これは特に，情報環境専攻と自然環境専攻

で増加傾向が著しい。外部からの進学者も，過去 6年の平均で 87名と堅調に推移している。

外部からの進学者から社会人と留学生を除いた国内の他大学からの入学志願者（出身大学

は付属資料 2-⑧）は増加傾向にある。平成 27年度からの１年あたりの入学志願者の増加数

の平均は，人工環境専攻，自然環境専攻，情報環境専攻で，それぞれ 2.0，3.5，14.0 名と

なり，特に自然環境専攻と情報環境専攻で増加が著しい（付属資料 2-⑦）。 

 博士課程後期の入学志願者も博士課程前期と同様に整理した。付属資料 2-⑪のとおり，

年度により上下はあるものの，現行の情報メディア環境学専攻，環境イノベーションマネジ

メント専攻，環境リスクマネジメント専攻の過去 5年の入学者数の平均は 11名，5名，8名

であり概ね定員が確保できている。一方，環境生命学専攻と環境システム学専攻の定員充足
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状況は約 70％にとどまっている。 

今回の組織改編では，社会的ニーズに合わせた定員の設定を行い，入学者が十分な充足率

となるようにした。教育分野ごとの入学志願者から推定される新専攻の入学志願者を内部

進学者，外部進学者，社会人，留学生のカテゴリーで整理した（付属資料 2-⑫，⑬）。内部

進学者，外部進学者とも過去 5年の平均で約 20名と堅調に推移している。特に，社会人か

らの入学志願者は多く，外部進学者の約 72%に相当している。また，国内外の多様な国公立

大学および私立大学から博士課程後期に進学している実績がある（付属資料 2-⑭）。 

 

●本学学生に対するアンケート 

 本学の学部生および大学院生に対して，付属資料 2-⑮のような Web を使ったアンケート

を実施した。回答は学部学生，大学院学生から幅広く得られた（付属資料 2-⑯）。いずれの

カテゴリーの学生からも，学府全体に共通する『環境や社会に配慮し，情報技術を活用して，

科学技術のイノベーション創出に貢献できる人材』および『個々の専門分野にとどまらず，

分野を越えたコミュニケーションの行える人材』が重要であると 60%以上が回答しており，

多くの学生が環境情報学府の育成人材像が魅力的であると考えていることがわかる（付属

資料 2-⑰）。 

 また，取得したい学位についてもアンケートを行った（付属資料 2-⑱）。従来，環境情報

学府で取得可能であった工学，環境学，情報学，学術の学位に関しては取得したいと回答し

ている学生が多いことはもちろんのこと，今回の組織改編で新たに取得可能としている自

然環境専攻と情報環境専攻における修士（理学）と博士（理学）についても，回答者数全体

の約 20％が取得したいと回答している。このような取得学位の幅が増えることも，入学志

願者の増加を推進する要因となる。 

 
ウ．学生納付金の設定の考え方 

 学生納付金は，国立大学等の授業料その他の費用に関する省令に基づく標準額を適用し，

年額 535,800円とする。なお，横浜国立大学における他研究科・学府の学生納付金は，国際

社会科学府法曹実務専攻を除き，同一の年額 535,800円としている。 

 

② 学生確保に向けた具体的な取組状況 

●海外からの進学希望者の受け入れ  

 東南アジアの大学では，博士号を持たない教員が多く，タイ国プリンス・オブ・ソンクラ

大学をはじめとする連携協定大学から，博士号取得のために若手教員を派遣したいという

要望を受けている。これまで，環境情報学府では，これらの連携協定大学からの留学生に加

え，政府派遣の留学生も積極的に受け入れており，平成 28年度の 5年間平均で博士課程前

期・後期に，それぞれ 33名，33名の留学生が在籍している。この状態は今後も継続するこ

とが予想される（表３に留学生の入学者数の推移を示す。） 
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表３ 留学生入学者数 

 24 年度 25 年度 26 年度 27 年度 28 年度 平均 

博士課程前期 35 32 21 15 16 23.8 

博士課程後期 2 3 3 5 8 7.0 

近年の大学のグローバル化の流れの中で積極的に海外の研究者と共同研究が行われてい

る。その研究を継続・発展させるために，本学府の博士課程後期に進学する海外の学生を募

っている。特に，環境情報研究院・学府の主催で「環境情報国際フォーラム」が開催され，

連携協定大学の教員・学生を招待して交流を深めるなど，集中的に海外からの進学希望者増

加の活動も行っている。また，海外での留学セミナーなどに教員・職員を派遣して幅広い国

からの進学希望者の開拓を進めている。さらに，留学生の受験を容易にするために，渡日前

入試も実施している。 

●オープンキャンパス・入試説明会の充実 

 入試説明会を兼ねて，大学院のオープンキャンパスを年に２回行っている。他大学の学生

を中心に，個人面談や研究室見学を行い，環境情報学府に進学することで何をどのような環

境で学ぶことができるのかを理解してもらうように努めている。平成 28 年度は 5 月 7 日

（土）と 9月 11 日（日）に開催し，合計 138名の参加者があった。 

●公開講座・サイエンスカフェなどによる広報 

 本学では，例年 20～30件の公開講座を行っている。環境情報学府でもこれに積極的に参

加し，環境情報学府における研究活動について公開している。また，例年に５回開催されて

いる「横浜国立大学サイエンスカフェ」に環境情報研究院の教員が積極的に参加し，コーデ

ィネータなどを務めている。このような活動により，一般の市民に環境情報学府の存在を知

ってもらい，社会人入学の可能性を考える機会を提供している。 

●学部生に対するキャリア教育 

 理工学部生に対して，オリエンテーションや通常の講義の中で，自分が学んだ専門が生か

されるキャリアパスにどのようなものがあるかを示し，その１つに環境情報学府進学が位

置付けられることを指導している。また，コンタクト教員やゼミの指導教員によって，大学

院での教育研究を念頭においた学習の仕方や心構えを丁寧に指導し，大学院進学に対する

意欲の育成に努めている。 

●保護者説明会 

 ４月の入学式の後に，学生向けのオリエンテーションと並行して，専攻ごとに保護者向け

の説明会を行っている。環境情報学府ではどのような教員がいて，どのような研究を行って

いるのかを知ってもらうとともに，博士課程後期への進学に対する理解を促している。 
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（２）人材需要の動向等社会の要請 

① 人材養成に関する目的その他の教育研究上の目的（概要） 

 2015 年「国連持続可能な開発サミット」で採択された「持続可能な開発目標（SDG）」で

は，気候変動への対応，海洋・陸域の生態系保全が人類社会の取り組む主要な目標の１つと

されている。また，Future Earth 構想*では，地球規模の環境問題を解決するためには地球

科学や生態学の専門家だけでなく，様々なステークホルダーを巻き込んだ超学際的な取り

組みが必要であるとされている。また，近年，激しい気候変動に伴う都市災害，産業プラン

トの爆発，危険物質による汚染などがたびたびメディアで報じられ，環境における安心・安

全に国民の関心が集まっている。さらに，水素エネルギーを利用するためのインフラの整備

も進められており，環境における安心・安全を担保するために企業や自治体で活躍する人材

が求められている。すなわち，「環境」を専門にしつつも，社会や様々な人の在り方にも配

慮できる人材への需要が高まっている。 

* 日本学術会議提言『持続可能な地球社会の実現を目指して―Future Earth（フューチ

ャー・アース）の推進』，平成 28年 4月 5日 

その一方で，情報技術は，単なる通信技術の枠を越えて発展し，近年では，情報セキュリ

ティに加え，IoT（Internet of Things），人工知能（AI），ビッグデータなどが注目されてい

る。日本経済再生本部産業競争力会議**の答申では，それらをさらに発展させ，社会にとっ

て有用なものにするためには，数理科学やデータサイエンスに精通した人材の育成が急務

であるとされている。また，第５期科学技術基本計画***で謳われている「Society 5.0」，「超

スマート社会」を構築するためには，「情報」の力によって新たな社会的な価値やサービス

を生み出すイノベーションが重要であるとされている。情報が作り上げる環境（＝情報環境）

における安心・安全を確保するためには，情報システムにおけるセキュリティ技術の開発が

必要であるが，情報が生み出す社会的な価値に対する理解も重要である。具体的には，コン

ビニや物流業，不動産業など，自動的に蓄積される膨大な顧客情報から新たなニーズを見出

し，新たなサービスを生み出すことが求められている。そのために，数理科学・情報科学に

精通しているだけでなく，環境や社会に対する理解に即して先進的なビッグデータ解析の

できる人材が要望されている。  

**  日本経済再生本部産業競争力会議｢第 4次産業革命に向けた人材育成総合イニシアチ

ブ～未来社会を創造する AI/IoT/ビッグデータ等を牽引する人材育成総合プログラム

～ ｣，平成 28年 5月 6日 
*** 第 5期科学技術基本計画，平成 28年 1月 22日閣議決定 

 現行では，環境情報学府は 5つの専攻に分かれて教育研究を行い，それぞれの分野におい

て有能な人材を輩出してきたが，環境や情報に関連する今日の社会的なニーズに応えるた

めには，専門に特化した知識と技能を備えつつも，学際的な文理融合・異分野融合を確実な
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ものする新たな教育体制が必要である。そこで，専攻を新たに３つに再編し，人工環境専攻

では環境や社会の安心・安全にかかわる分野で活躍する人材を，自然環境専攻では生態学や

地球科学を探求できる人材を，情報環境専攻では数理科学や情報学に精通した人材を育成

することとした。  
 

② 上記①が社会的，地域的な人材需要の動向等を踏まえたことであることの客観的な証拠 

●国際的状況・動向 

 本学府が教育研究を行っている分野は非常に幅広く，環境科学から物質化学，情報学，情

報科学，数理科学，安全工学，機械工学，人文社会科学に及ぶ。環境科学に関しては持続可

能な社会の構築，および環境保全・回復の関連で世界的にも関心の高い分野である。その状

況を背景として，特に東南アジア諸国の連携大学であるタイ国のプリンス・オブ・ソンクラ

大学を中心に，博士号を取得していない若手の教員を本学の大学院生として派遣したい旨

の希望が出ている。 

●社会的ニーズ調査 

 修了生の就業先となると考えられる企業・団体を幅広く選んでアンケート調査を行った

（付属資料 2-⑲，⑳）。その結果，環境情報学府全体で育成する人材像である『環境や社会

に配慮し，情報技術を活用して，科学技術のイノベーション創出に貢献できる人材』および

『個々の専門分野にとどまらず，分野を越えたコミュニケーションの行える人材』，人工環

境専攻に対応した『ヒトとモノが作る環境の安心・安全を目指して，科学技術の社会実装に

おける課題を発見し，解決に導ける人材』，自然環境専攻に対応した『生態系や地球環境の

保全のために，人間社会との関わりを視野に入れて問題解決を図れる人材』，情報環境専攻

に対応した『数理科学や情報学の手法によって蓄積されたデータを解析し，社会的価値を創

造することのできる人材』のいずれに対しても，90％以上が「有用」または「非常に有用」

との回答があり，組織改編後の人材に対して高い賛同が得られている。（各専攻に対応する

人材を「非常に有用」と回答した企業・団体を付属資料 2-⑳に示した。） 

●環境情報学府修了生の就職状況 

 平成 23 年度から 27 年度の環境情報学府修了生の就職率は付属資料 2-㉑の通りであり，

博士課程前期修了生は 92％以上の高い就職率を示している。また，過去 5 年の教育分野ご

との就職実績から教育分野を考慮して新専攻に振り分けて就職先を集計した（付属資料 2-

㉒）。この実績から，人工環境専攻では環境への配慮が必要な化学工業・石油石炭工業など

の製造業を中心として情報通信業や公務などの分野へ，自然環境専攻については，自然との

関わりの多い農業・林業，製造業，サービス業，公務まで幅広い分野へ，情報環境専攻では，

IoT や AI 関連の成長分野である情報通信業や電気・情報通信・機械器具の製造業を中心と

した分野へ就職すると推定され，新専攻で育成する人材像に沿った業種に就職しているこ

とが確認できる。さらに，前述の企業等へのアンケートの結果の通り，新専攻の理念に沿っ
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て育成される人材のニーズは極めて高い（付属資料 2-⑲，⑳）。アンケートに「有用」また

は「非常に有用」であると回答した企業からは，組織改編後の各専攻に人材需要があると考

えることができる。その回答をもとに専攻ごとの求人数を推定し，設定した専攻の定員と比

較することにより，いずれの専攻も 2倍に近い求人倍率となることがわかる。特に，自然環

境専攻においては，専攻の定員設定は学生からのニーズに即して少なめになっているが，求

人倍率は 4を超え，企業からの期待は大きいことがわかる（付属資料 2-㉓）。 

この推定は，社会の一部の企業や組織からのニーズによるものである。また，最近の答申

等では，技術立国としての我が国を支えるために理工系人材の重要性が指摘され，持続可能

な社会の構築，社会における安心・安全の重要性がこれまでにも増すことは確実である。特

に IT技術を基盤とした安全で便利な生活環境を実現するための人材育成の必要性が謳われ

ていることから，今後は環境系，情報系，安全工学系の就職がさらに伸びることが予想され

る。今回のアンケートの基礎となる環境情報学府および新専攻で設定した人材育成像はこ

れらの予見される社会構造の変革に対応したものであることから，環境情報学府の各専攻

で輩出する人材への出口は将来にわたってますます拡大していくものと推測される。 

したがって，これまでの高い就職率と様々な業種への就業実績を考慮して環境情報学府

の博士課程前期全体の定員を据え置きにし，社会的ニーズに合った人材育成ができるよう

に組織改編することで，組織改編後においても修了生に対する就職先は十分に確保できる

と考えられる。すなわち，今回の組織改編で設定した新専攻の定員は，出口の観点から少な

いことはあっても多すぎることはなく，環境情報学府および新専攻での教育の質を保証し

ながら，従来よりも社会的ニーズに合った人材を確実に輩出できる適切な設定である。 

一方，博士課程後期を修了した学生の就職率も博士課程前期と同様に約 90％以上であり，

輩出した人材が社会にもれなく就業している（付属資料 2-㉑）。過去 5年の教育分野ごとの

就職実績から教育分野を考慮して各専攻に振り分けて就職先を集計した（付属資料 2-㉔）。

いずれの専攻においても国内の大学と研究所への就職が半数を占めるが，企業への就職も

全体の 1/3を占めている。これまでの理念を踏襲しつつ，社会的ニーズに合わせて改編され

た新しい環境情報学府において教育を受けた人材は，幅広い分野で活躍する高度専門職業

人として就業できる。また，企業等へのアンケートの結果のとおり，各専攻の理念に沿って

育成される人材のニーズは極めて高く，多くの企業から「非常に有用」と回答があった（付

属資料 2-⑲，⑳）。 

したがって，これまでの就職率の高さを維持し，博士課程後期の定員を適正規模に減らし

て，社会的ニーズに合ったより質の高い人材育成ができるように組織改編することで，組織

改編後においても，修了生に対する就職先は十分に確保できると考えられる。すなわち，今

回の博士課程後期で設定した定員は，出口の観点から少ないことはあっても多すぎること

はなく，環境情報学府および各専攻の教育の質を保証しながら，従来よりも社会的ニーズに

合った人材を確実に輩出できる適切な設定である。 

以上 
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